平成２８年度
障害福祉サービス事業者等

実地指導の指摘事項等について
（日中系）

内容

１　実地指導において指摘を行った事項

①人員に関する内容

②運営に関する内容

　③加算等に関する内容

２　指摘事項等一覧

３　その他留意事項

【基準】
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準　　(厚生労働省令第百七十一号)　 （準用あり）
【解釈通知】
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成18 年12 月6 日　障発第1206001 号）　　　　（準用あり）
●留意事項
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年10月31日　障発第1031001号）

１　実地指導において指摘を行った事項

①人員に関する内容

サービス管理責任者の責務について

個別支援計画等の作成・変更の他、指定障害福祉サービス事業所に対する指定障害福祉サービスの利用の申込みに係る調整、従業者に対する技術指導等のサービスの内容の管理等を行っていただきます。
【基準】
(療養介護計画の作成等)

第５８条　指定療養介護事業所の管理者は、サービス管理責任者に指定療養介護に係る個別支援計画(以下この章において「療養介護計画」という。)の作成に関する業務を担当させるものとする。

２　サービス管理責任者は、療養介護計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者について、その有する能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や課題等の把握(以下この章において「アセスメント」という。)を行い、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をしなければならない。

３　アセスメントに当たっては、利用者に面接して行わなければならない。この場合において、サービス管理責任者は、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、理解を得なければならない。

４　サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、指定療養介護の目標及びその達成時期、指定療養介護を提供する上での留意事項等を記載した療養介護計画の原案を作成しなければならない。この場合において、当該指定療養介護事業所が提供する指定療養介護以外の保健医療サービス又はその他の福祉サービス等との連携も含めて療養介護計画の原案に位置付けるよう努めなければならない。

５　サービス管理責任者は、療養介護計画の作成に係る会議(利用者に対する指定療養介護の提供に当たる担当者等を招集して行う会議をいう。)を開催し、前項に規定する療養介護計画の原案の内容について意見を求めるものとする。

６　サービス管理責任者は、第四項に規定する療養介護計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。

７　サービス管理責任者は、療養介護計画を作成した際には、当該療養介護計画を利用者に交付しなければならない。

８　サービス管理責任者は、療養介護計画の作成後、療養介護計画の実施状況の把握(利用者についての継続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。)を行うとともに、少なくとも六月に一回以上、療養介護計画の見直しを行い、必要に応じて療養介護計画の変更を行うものとする。

９　サービス管理責任者は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならない。

一　定期的に利用者に面接すること。

二　定期的にモニタリングの結果を記録すること。

１０　第二項から第七項までの規定は、第八項に規定する療養介護計画の変更について準用する。

(サービス管理責任者の責務)

第５９条　サービス管理責任者は、前条に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。

一　利用申込者の利用に際し、その者に係る指定障害福祉サービス事業者等に対する照会等により、その者の心身の状況、当該指定療養介護事業所以外における指定障害福祉サービス等の利用状況等を把握すること。

二　利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう定期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むことができると認められる利用者に対し、必要な支援を行うこと。

三　他の従業者に対する技術指導及び助言を行うこと。
個別支援計画等の作成の流れ
➊アセスメント
利用者の状況を把握・分析し、サービスの提供によって解決すべき課題を明らかにする。
↓
➋個別支援計画の作成
以下の内容について記載する必要があります。
・利用者及びその家族の生活に対する意向　　　・総合的な支援の方針
・生活全般の質を向上させるための課題　　・指定障害福祉サービスの目標及びその達成時期
・指定障害福祉サービスを提供する上での留意事項等
↓
➌関係職員による会議の開催

関係職員による会議を開催し個別支援計画の原案について意見を求め会議録を作成する。
↓
➍利用者及びその家族への説明
理解しやすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行う。
↓
➎実施状況の把握
他の従業者の行うサービスが個別支援計画に沿って実施されているかについて把握するとともに、助言、指導等必要な管理を行わなければならない。
↓
❻モニタリング
少なくとも６月に１回以上（自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援は３月に１回以上）、個別支援計画の見直しを行い、必要に応じて個別支援計画の変更を行うものとする。
モニタリングに当たっては、定期的に利用者に面接し、結果を記録する。
②運営に関する内容
利用者との利用契約・重要事項の説明について
◘複数の事業所において、利用契約書の契約日が未記入、法人印が押印されていない、利用者の署名押印がない事例がありました。また利用契約書の有効期限が切れたまま、サービスを提供している事例もありました。
⇒ 利用契約書については、必ず署名押印や有効期限等を含め適切に管理をしてください。
⇒ また、契約内容が変わる場合等には必ず利用者に対し説明のうえ同意を得るようにしてください。
◘運営規程・重要事項説明書に記載された内容と実態が異なっている事例がありました。
（食事のキャンセル料等）
⇒ 利用者に負担を求める金額等について運営規程や重要事項説明書に記載が行われ
ているか、確認をお願いします。
サービスの提供の記録について
利用日の誤った提供記録表に、支給決定障害者等の確認印を押印しているケースがありました。
【基準】
 (サービスの提供の記録)

第１９条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、当該指定居宅介護の提供日、内容その他必要な事項を、指定居宅介護の提供の都度記録しなければならない。

２　指定居宅介護事業者は、前項の規定による記録に際しては、支給決定障害者等から指定居宅介護を提供したことについて確認を受けなければならない。
サービスの提供を行った際には、提供日、内容その他必要な事項を提供の都度記録
し、支給決定障害者等から確認を受けなければならないとあります。
確認がきちんと行われていないと、実際にサービスの提供の有無が判断できません。
記録が不足している場合には報酬の返還もあり得ます。
●解釈通知

①  記録の時期
  基準第19条第１項は、利用者及び指定居宅介護事業者が、その時点での指定居宅介護の利用状況等を把握できるようにするため、指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際には、当該指定居宅介護の提供日、提供したサービスの具体的内容（例えば、身体介護と家事援助の別等）、実績時間数、利用者負担額等の利用者へ伝達すべき必要な事項を、後日一括して記録するのではなく、サービスの提供の都度記録しなければならないこととしたものである。
 ②  利用者の確認
同条第２項は、同条第１項のサービスの提供の記録について、サービスの提供に係る適切な手続を確保する観点から、利用者の確認を得なければならないこととしたものである。
⇒ サービス提供を行ったことについて必ず支給決定障害者等からの確認をもらってください。
⇒ サービスの提供に係る利用者からの確認は、最低でも月に１回は受けてください。月に１回の確認で誤りが有る場合は原則どおり提供の都度確認印をもらうなど改善が必要です。
⇒ また、利用者の印鑑を預かる・購入する等して事業所が事務的に押印することもやめてください。
⇒ サービス実施記録については、日々記録をお願いします。
介護給付費・訓練等給付費の額に係る通知等
法定代理受領により介護給付費・訓練等給付費を受け取った際に、その額を支給決定障
害者等に通知を行っていない事例が多数ありました。
【基準】
(介護給付費の額に係る通知等)

第２３条　指定居宅介護事業者は、法定代理受領により市町村から指定居宅介護に係る介護給付費の支給を受けた場合は、支給決定障害者等に対し、当該支給決定障害者等に係る介護給付費の額を通知しなければならない。

２　指定居宅介護事業者は、第二十一条第二項の法定代理受領を行わない指定居宅介護に係る費用の支払を受けた場合は、その提供した指定居宅介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を支給決定障害者等に対して交付しなければならない。
⇒ 法定代理受領によって市町村からサービスに係る介護給付費又は訓練等給付費を受
け取った場合は、その額を支給決定障害者等に文書で通知をしてください。
⇒ 利用者負担額が０円でもこの通知は必要であることに留意してください。
利用者負担額を受領した際の領収証の発行について
利用者負担額のある利用者から、負担額を領収した際に領収証を交付していないという
事例がありました。
【基準】
(利用者負担額等の受領)
第２１条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、支給決定障害者等から当該指定居宅介護に係る利用者負担額の支払を受けるものとする。

２　３　略

４　指定居宅介護事業者は、前３項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った支給決定障害者等に対し交付しなければならない。

５　指定居宅介護事業者は、第３項の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、支給決定障害者等に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、支給決定障害者等の同意を得なければならない。

⇒ 利用者負担額の算定、通知、受領を行った場合は領収証を交付してください。
個別支援計画書の作成及びモニタリングの実施について
◘個別支援計画について、一部未作成という事例がありました。
⇒個別支援計画はサービス管理責任者によりすべての利用者に作成される必要があり
ます。
◘個別支援計画原案についての会議録が記録されていない事例がありました。

⇒サービス管理責任者は、関係職員による会議を開催し個別支援計画の原案について意見を求め、会議の記録を残しておくようにしてください。
◘一部アセスメントを行っていない事例がありました。
⇒アセスメントは様式を整え、記録を残しておくようにしてください。
◘個別支援計画書作成後、１度もモニタリングが行われていない事例がありました。
⇒モニタリングによる個別支援計画の見直しは、少なくとも６か月に１度（自立訓練
（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援は3か月に１度）必要となります。
詳細は「サービス管理責任者の責務について①」を参照してください。
工賃の支給について
工賃の決定方法について、明確になっていない施設がありました。
【基準】
(賃金及び工賃)

第百九十二条 指定就労継続支援A型事業者は第百九十条第一項の規定による利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援するため、賃金の水準を高めるよう努めなければならない。

２　指定就労継続支援A型事業者は、第百九十条第二項の規定による利用者(以下この条において「雇用契約を締結していない利用者」という。)に対しては、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支払わなければならない。

３　指定就労継続支援A型事業者は、雇用契約を締結していない利用者の自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援するため、前項の規定により支払われる工賃の水準を高めるよう努めなければならない。

４　第二項の規定により雇用契約を締結していない利用者それぞれに対し支払われる一月あたりの工賃の平均額は、三千円を下回ってはならない。
(工賃の支払等)

第二百一条　指定就労継続支援B型の事業を行う者(以下「指定就労継続支援B型事業者」という。)は、利用者に、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支払わなければならない。

２　前項の規定により利用者それぞれに対し支払われる一月当たりの工賃の平均額(第四項において「工賃の平均額」という。)は、三千円を下回ってはならない。

３　指定就労継続支援B型事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援するため、工賃の水準を高めるよう努めなければならない。

４　指定就労継続支援B型事業者は、年度ごとに、工賃の目標水準を設定し、当該工賃の目標水準及び前年度に利用者に対し支払われた工賃の平均額を利用者に通知するとともに、都道府県に報告しなければならない。
⇒ 工賃の決定方法について、会議の結果等について記録してください。
⇒ 工賃の支給規程等を整備し、工賃の決定方法について明確にした上で
利用者にも従業員にも周知してください。
⇒ 就労継続支援Ｂ型については平均額が３０００円を下回ってはいけません。
③加算に関する内容
欠席時対応加算の算定について（日中系）
誤った算定の事例
①記録に「欠席」とだけ書いてある。
⇒ 当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録するのはもちろんのこと、受け付け
た職員名等最低限必要な情報を記録に残してください。
②その欠席が３日以上前からわかっている。
⇒ １か月後の特定の日に利用しない等、予め利用者が利用しないことが明らかな場
合は算定対象外です。
例）定期健診で通院するなどの場合であらかじめ連絡があった場合
⇒ 算定する場合には、必ず記録を取り利用者の状況・相談援助の内容等を明らかに
してください。

　
食事提供体制加算について
加算の対象とならない仕出し弁当等を提供している場合においても、算定している
事業所がありました。
●留意事項
報酬告示第６の１０の食事提供加算については、原則として当該施設内の調理室を使用して調理し、提供されたものについて算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該施設の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。なお、施設外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ若しくは真空調理（真空パック）により調理を行う過程において急速に冷却若しくは冷凍したものを再度加熱して提供するもの又はクックサーブにより提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、施設外で調理し搬入する方法も認められるものである。
この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とはならないものである。なお、利用者が施設入所支援を利用している日については、補足給付が日単位で支給されることから、この加算は算定できないものであることに留意すること。

⇒ 原則は当該施設内の調理室を使用し、調理するものが対象となります。
⇒ 施設外で調理されたものを提供する場合には、クックチルやクックフリーズ
等の方法に限られます。
２　指摘事項等一覧

	項目　　
	指摘事項
	指導事項

	利用契約書
	契約書に署名がない
	契約書には利用者の署名をもらうこと。利用者が署名できない場合は保護者に署名をもらうこと

	
	契約日が未記入で事業所印が押印されていない
	契約日を記入し、契約書には事業所印を押印すること

	
	契約書の文面に誤りがある(法律名等)
	契約締結時の状況に応じた文面に訂正すること

	重要事項説明書
	利用者が受領する費用などに変更があるにもかかわらず、修正されていない
	内容に変更があった場合は、速やかに利用者に説明、同意を得て修正を行うこと

	
	食事のキャンセル料について訂正されていない。また記載されていない
	食事のキャンセル料について重要事項説明書に記載し、訂正があった場合においても同意を得ること

	
	サービス提供職員の設置状況が実態と異なっている
	サービス提供職員の設置状況を実態どおりに届けること。変更があった場合は速やかに届出、訂正すること

	個別支援計画
	個別支援計画作成をサービス管理責任者以外の者が行っている
	個別支援計画等の作成はサービス管理責任者の責務である

	
	個別支援計画について、見直しがされていない
	個別支援計画については少なくとも、６カ月（就労移行支援・生活訓練は３カ月）ごとに見直しを行うこと

	
	個別支援計画の作成にあたっての記録が残されていない
	個別支援計画の作成の流れや利用にあたって面接及びアセスメントを記録し、個別支援計画の原案・会議録・モニタリングを作成し保管すること。会議については参加者や日付、内容等を記録すること


	項目　　
	指摘事項
	指導事項

	個別支援計画
	個別支援計画に利用者及び家族の意向が含まれていない
	個別支援計画に利用者及び家族の意向を含むこと

	
	個別支援計画の見直しで、利用者の同意、署名を得ていない
	個別支援計画の見直しは、理解しやすい方法で利用者やその家族に説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行い、必ず利用者の同意、署名を得ること

	
	個別支援計画の具体的な目標や内容等が毎回同じものである
	モニタリングやアセスメント、関係者の会議において利用者の現状を把握し適切な目標を設け課題に取り組むこと

	訪問支援特別加算
	訪問支援の記録がない
	家族等との連絡調整、引き続きサービスを利用するための働きかけ、個別支援計画の見直し等の支援内容を記録すること

	食事提供体制加算
	食事の提供方法に不備がある。また仕出し弁当を提供し請求を行っていた
	原則として当該施設内の調理室を使用して調理し、提供されたものについて算定するものであるが、施設外で調理されたものを提供する場合は、（クックチル、クックフリーズ若しくは真空調理により調理を行う過程において急速に冷却若しくは冷凍したものを再度加熱して提供するもの又はクックサーブにより提供するものに限る。）運搬手段等について衛生上適切な措置を行うこと。業務委託契約書に提供方法を明示すること。

	
	食事をレクリエーション先の戸外に持ち出し提供していた
	届出を行った場所以外で食事の提供を行わないこと

	送迎加算


	送迎の記録に不備がある。また送迎の記録が無いにもかかわらず、請求を行っていた
	いつ誰をどこに送迎したのか往路復路の別も分かるように記録を残しておくこと

	実績記録票
	欠席対応加算を算定している場合に、利用者の確認印が押印されていない
	欠席時対応加算を算定する場合は、後日利用者の確認印を押印してもらうこと

	項目　　
	指摘事項
	指導事項

	実績記録票
	利用者確認印を月末にまとめて押してもらっており、実績記録票と実際の利用日に相違がある
	利用者確認印は原則として提供の都度押印してもらうこと。それが困難な場合は、連絡帳等にサービス利用時間を記入し、利用日ごとに確認してもらう等、他の確認方法を検討すること

	日々の記録（ケース記録）

	内容が不十分である
	利用者ごとに日々の状態、作業内容や支援内容などを記入し、記録を充実させること

	
	個々の相談内容等が記録されていない
	個々の相談内容やケース問題等を記録として残し、職員間で共通認識をすること

	受給者証
	受給者証及び受給者証の別冊の写しを保管していない
	支給決定期間を確認できるように、受給者証の写しを保管すること。また受給者証の別冊の記入欄は、新規契約時、契約終了時には記入し、事業所印を押印したうえで写しを保管すること

	利用者負担

	法定代理受領により介護給付費・訓練等給付費を受け取った際に、利用者にその額の通知を行っていない
	法定代理受領によって市町村からサービスに係る介護給付費又は訓練等給付費を受領した場合は、その額を利用者に文書で通知をすること（利用者負担が０円の場合も必要）



	
	利用者負担から現金を徴収した場合に、領収書を交付していない
	利用者から現金を徴収する場合は、当該費用に係る領収書を作成し利用者に交付するとともに、控えを保管すること　

	施設外就労
	就労の実習先が管理者の経営する事業所のみであり、施設外就労先の開拓や実習の受入先の確保は努めておらず、求職活動の支援も行っていない
	実習先の確保や求職活動の支援を行うこと

	
	個別支援計画に施設外就労の記載がない
	施設外就労を行うことにより、就労能力や工賃の向上及び一般就労の移行に資すると認められる旨の内容を含めた個別支援計画を事前に作成すること

	項目　　
	指摘事項
	指導事項

	施設外就労

	施設外就労先の企業等との契約書がない
	施設外就労は就労先の企業等と契約を行ったうえで行うこと（業務請負契約書の整備）

	
	達成状況の確認や問題点の把握など、振り返りの記録がない
	月のうち最低２日は、事業所内での支援の際に目標の実施状況及び達成状況の確認等を行い、施設外就労における問題点の把握・調整及び今後の施設外就労の可否を検討し、記録すること



	
	施設外就労実施報告書の提出がない
	施設外就労実施報告書を毎月徳島市に提出すること

	施設外支援
	個別支援計画に施設外支援の記載がない
	施設外支援を行うことにより、就労能力や工賃の向上及び一般就労の移行に資すると認められる旨の内容を含めた個別支援計画を事前に作成するとともに、１週間ごとに個別支援計画の内容について必要な見直しを行うこと

	
	日報が作成されていない
	利用者又は実習受け入れ事業者等から、施設外支援の提供期間中の利用者の状況について聞き取り、日報を作成すること

	施設外就労・施設外支援
	運営規定に位置づけられていない
	施設外就労の提供や施設外支援の内容を施設及び事業所の運営規程に位置づけておくこと

	工賃の支払い
	工賃の現金支給時に受け渡しの確認もなく、支払日の記録も無い
	工賃を現金で受け渡す場合は受領印を求めたうえで支払日の記載も合わせて行うなど記録を残すこと

	その他
	サービス提供実績、日報、出勤簿に整合性がない
	タイムカード等で通所日や出退所時間の管理を行うなど、日々の記録を正確に行うこと

	
	・従業者の出欠勤、出退勤時間の記録がない
・日報で支援にあたった職員と出張に行った職員の整合性が取れていない
	勤務体制・勤務時間を明確にし、タイムカードをきちんと押すなど出勤簿を毎日記録し整備すること

	項目
	指摘事項
	指導事項

	その他
	サービス提供記録と実績に整合性がない
	サービスの提供に係る利用者からの確認は、最低でも月に１回は受けること（その場合は連絡帳にサービス利用時間を記入し、利用日ごとに確認してもらう等）。

月に１回の確認で誤りが有る場合は原則どおり提供の都度確認印をもらうなど改善すること

	
	兼務の従業者の勤務体系が整っておらず、実態は支援員の人数が定まっていない
	兼務の従業者の勤務状況の整備をすること

	
	会議の記録がない
	ケース会議や日々の会議の会議録を残すこと


３　その他留意事項
（１）標準利用期間を超えてサービス提供し請求をする場合、超過減算を適正に行っているか確認してください。
· 標準利用期間超過減算　１００分の９５
①　対象となるサービス
　　自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援
②　利用者の平均利用期間が標準利用期間に６月を加えた期間を超える場合に報酬告示の規定に基づき、訓練等給付を減額する。
③　取扱い
　利用期間の平均値が標準利用期間に６月を加えて得た期間を超えている１月間について、サービスの利用者全員につき、減算するものとする。
「標準利用期間に６月を加えて得た期間」
ア　自立訓練（機能訓練）　24月間
イ　自立訓練（生活訓練）　30月間
ウ　就労移行支援　　　　　30月間
1

